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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　繊維基材、摩擦調整材及び結合材を含む摩擦材であって、非ウィスカー状チタン酸化合
物と金属の融点が１０００℃以下である低融点金属繊維とを含有し、前記低融点金属繊維
の含有量が１．０～７．０質量％であり、銅成分を含まない摩擦材。
【請求項２】
　前記低融点金属繊維が、アルミニウム及び亜鉛の少なくともいずれか一方の金属繊維で
ある、請求項１に記載の摩擦材。
【請求項３】
　前記非ウィスカー状チタン酸化合物が、チタン酸カリウム、チタン酸リチウムカリウム
及びチタン酸マグネシウムカリウムからなる群より選ばれる少なくとも１種である、請求
項１または２に記載の摩擦材。
【請求項４】
　前記低融点金属繊維の平均繊維長が１～１０ｍｍであり、平均繊維径が１０～５００μ
ｍである、請求項１～３のいずれか１項に記載の摩擦材。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車、鉄道車両、産業機械などに用いられるブレーキ用摩擦材に関する。
【背景技術】
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【０００２】
　自動車等に使用されるディスクブレーキやドラムブレーキなどのブレーキ、またはクラ
ッチなどに使用される摩擦材は、一般的に、摩擦作用を与え且つその摩擦性能を調整する
摩擦調整材、補強作用を担う繊維基材、これらを一体化し強度を与える結合材等の材料か
らなっている。摩擦材は、その相手材と摩擦係合し、運動エネルギーを熱エネルギーに変
える役割を担っているため、優れた耐熱性、耐摩耗性、高い摩擦係数、摩擦係数の安定性
が必要とされ、さらには鳴きが発生しにくいこと（鳴き特性）なども要求される。
【０００３】
　また、摩擦材の機械的強度や耐熱性を向上させるため、摩擦材に金属繊維や金属粒子を
配合することが知られている。特許文献１では、スチール繊維を含む繊維基材、結合材、
充填材を主成分とする摩擦材組成物を成形、硬化してなる非石綿系摩擦材において、平均
粒子径５０～１５０μｍの石油コークス及び平均粒子径５～３０μｍの硬質無機粒子を含
有する摩擦材が開示されている。特許文献２では、高融点金属粉末と、該高融点金属粉末
より低い４２０℃以下の融点を有する低融点金属粉末と、金属硫化物粉末とを含む摩擦材
が開示されている。
【０００４】
　さらに、近年において、銅や銅合金等の銅成分を含んだ摩擦材は、制動時に発生する摩
耗粉に銅が含まれるため、環境を汚染する可能性が示唆されている。そこで、摩擦材とし
ての高い性能を保ちつつ、環境に悪影響を与えないために銅成分を含まない摩擦材が求め
られている。
【０００５】
　銅成分の少ない摩擦材として、特許文献３では、銅の含有量、及び、銅及び銅合金以外
の金属の含有量を一定以下とし、結合材として特定量のアクリルエラストマー分散フェノ
ール樹脂と、無機充填剤として特定量のＣａ（ＯＨ）２及び／又はＣａＯとを必須成分と
する摩擦材が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－１５５８４３号公報
【特許文献２】特開平４－３０４２８４号公報
【特許文献３】国際公開第２０１２／０６６９６５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　摩擦材には、耐摩耗性や、制動時にせん断破壊を起こさないことが要求されるが、特許
文献１に記載の摩擦材は、スチール繊維を使用しているため、多量に使用した場合には、
ロータ等の相手材への攻撃性が大きくなり、結果として、摩擦材の耐摩耗性が悪化するお
それがある。また、特許文献２に記載の摩擦材は、低融点金属として使用している錫や亜
鉛が粉末であるため、補強効果が十分に得られない可能性がある。また、特許文献３に記
載の摩擦材では、耐摩耗性及びせん断強度の点で改善の余地があった。
【０００８】
　したがって本発明は、環境への負荷が少なく、耐摩耗性及びせん断強度に優れた摩擦材
の提供を目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者らは上記目的を達成するために鋭意検討の結果、非ウィスカー状チタン酸化合
物と低融点金属繊維を配合した摩擦材によって、銅成分を含まなくても、摩擦材の耐摩耗
性及びせん断強度を満たすことができることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１０】
　すなわち、本発明は以下の（１）から（３）に関するものである。
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（１）繊維基材、摩擦調整材及び結合材を含む摩擦材であって、非ウィスカー状チタン酸
化合物と低融点金属繊維とを含有し、銅成分を含まない摩擦材。
（２）前記低融点金属繊維が、アルミニウム及び亜鉛の少なくともいずれか一方の金属繊
維である、（１）に記載の摩擦材。
（３）前記非ウィスカー状チタン酸化合物が、チタン酸カリウム、チタン酸リチウムカリ
ウム及びチタン酸マグネシウムカリウムからなる群より選ばれる少なくとも１種である、
（１）または（２）に記載の摩擦材。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る摩擦材は、環境に悪影響を与える可能性のある銅成分の配合を必要とせず
、摩擦材の耐摩耗性を向上させ、かつ十分なせん断強度を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明に係る摩擦材は、低融点金属繊維を含有する。ここで低融点金属とは、融点が１
０００℃以下の金属を意味する。制動時の摩擦材表面の温度が１０００℃以下であること
から、低融点の金属であればロータ等の相手材の表面に被膜を形成することができる。そ
の結果、相手材攻撃性が低く、耐摩耗性に優れた摩擦材とすることができる。低融点金属
としては、アルミニウム、錫、亜鉛などが挙げられるが、耐熱性の観点から、アルミニウ
ム、亜鉛がより好ましい。
【００１３】
　また本発明では、かかる低融点金属を繊維状態で含むことにより、摩擦材のせん断強度
を向上することができる。これは粉末とは異なり繊維同士が絡み合いやすく、その結果、
摩擦材に補強効果を付与することができるものと考えられる。繊維としては、補強効果を
高める観点から、平均繊維長が１～１０ｍｍ、平均繊維径が１０～５００μｍであること
が好ましい。
【００１４】
　低融点金属繊維の含有量は、摩擦材全体において好ましくは０．２～７．０質量％であ
り、より好ましくは１．０～５．０質量％である。含有量がかかる範囲であれば補強効果
の観点から好ましい。
【００１５】
　本発明に係る摩擦材は、非ウィスカー状チタン酸化合物をさらに含有する。これにより
、耐摩耗性に優れた摩擦材とすることができる。ここで非ウィスカー状とは、アスペクト
比３以上で、かつ繊維径が６μｍ以下の針状形状（ウィスカー状）ではないことを意味し
、具体的には層状（鱗片状）、柱状、板状、フレーク状、粒子状などの形状が挙げられる
。非ウィスカー状チタン酸化合物を含むことが、耐摩耗性に優れた効果を発揮できる観点
から好ましい。
【００１６】
　非ウィスカー状チタン酸化合物（以下、「チタン酸化合物」とも記載する。）としては
、チタン酸カリウム、チタン酸リチウム、チタン酸リチウムカリウム、チタン酸ナトリウ
ム、チタン酸カルシウム、チタン酸マグネシウム、チタン酸マグネシウムカリウム、チタ
ン酸バリウムなどが挙げられるが、耐摩耗性が向上する点から、チタン酸カリウム、チタ
ン酸リチウムカリウム、チタン酸マグネシウムカリウムがより好ましい。これらは各々単
独、または２種以上組み合わせて用いられる。
【００１７】
　本発明で用いる非ウィスカー状チタン酸カリウム（以下単に、「チタン酸カリウム」と
称すこともある。）は、６チタン酸カリウム（Ｋ２Ｏ・６ＴｉＯ２）、８チタン酸カリウ
ム（Ｋ２Ｏ・８ＴｉＯ２）が好ましい。
【００１８】
　チタン酸カリウムの形状としては層状、粒子状、板状、柱状などが挙げられ、中でも耐
摩耗性の点から粒子状が好ましい。
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【００１９】
　また、チタン酸カリウムの形状は、複数の凸部形状を有することが耐摩耗性の点から好
ましい。ここで、複数の凸部形状を有するとは、チタン酸カリウムの平面への投影形状が
少なくとも通常の多角形、円、楕円等とは異なり２方向以上に凸部を有する形状を取りう
るものであることを意味する。具体的にはこの凸部とは、光学乃至電子顕微鏡等による写
真（投影図）に多角形、円、楕円等（基本図形）を当てはめ、それに対して突出した部分
に対応する部分を言う。複数の凸部形状を有するチタン酸カリウムの具体的３次元形状と
しては、ブーメラン状、十字架状、アメーバ状、種々の動植物の部分（例えば、手、角、
葉等）又はその全体形状、あるいはそれらの類似形状、金平糖状、等が挙げられる。
　中でも、チタン酸カリウムは複数の凸部形状を有する粒子状であることがより好ましい
。このようなチタン酸カリウムとしては、例えば、国際公開第２００８／１２３０４６号
に記載されるチタン酸カリウム等を使用することができる。
【００２０】
　本発明で用いる非ウィスカー状チタン酸リチウムカリウム（以下単に、「チタン酸リチ
ウムカリウム」と称すこともある。）の形状としては、層状、柱状、板状などの形状が好
ましく、効力安定化の点から層状であることが好ましい。
【００２１】
　また、チタン酸リチウムカリウムの分子式はＫｘＬｉｙＴｉｚＯｗにおいてｘ＝０．５
～０．７、ｙ＝０．２７、ｚ＝１．７３、ｗ＝３．８５～３．９５などを使用することが
できる。
【００２２】
　本発明で用いる非ウィスカー状チタン酸マグネシウムカリウム（以下単に、「チタン酸
マグネシウムカリウム」と称すこともある。）の形状としては、層状、柱状、板状などの
形状が好ましく、効力安定化の点から層状であることが好ましい。
【００２３】
　また、チタン酸マグネシウムカリウムの分子式はＫｘ１Ｍｇｙ１Ｔｉｚ１Ｏｗ１におい
てｘ１＝０．２～０．７、ｙ１＝０．４、ｚ１＝１．６、ｗ１＝３．７～３．９５などを
使用することができる。
【００２４】
　非ウィスカー状チタン酸化合物の平均粒径は１～１００μｍであればよく、中でも１～
２０μｍであることが耐摩耗性の点から好ましい。平均粒径は、レーザー回折式粒度分布
計により測定される値である。
【００２５】
　また、非ウィスカー状チタン酸化合物は、摩擦材の強度を向上させるという観点からそ
の表面にシランカップリング剤等により表面処理が施されていてもよい。
【００２６】
　本発明において非ウィスカー状チタン酸化合物の総含有量は、摩擦材全体に対して、１
～４０質量％の範囲であることが摩擦材（パッド）摩耗量を減少させる点から好ましく、
５～３５質量％がより好ましい。
【００２７】
　本発明に係る摩擦材には、上記成分の他、繊維基材、摩擦調整材及び結合材を含む。
　ただし本発明の摩擦材は銅成分を含有しない。なお、銅成分を含有しないとは、銅成分
を、耐摩耗性などの機能を発現させるための有効成分としては含有しないという意味であ
り、例えば、摩擦材中に不可避的にわずかに含まれる不純物等としての銅成分をも含まな
いことまでを意味するものではない。
【００２８】
　本発明に係る摩擦材に含まれる繊維基材には、通常用いられる繊維基材を通常用いられ
る量で使用することができ、具体的には、有機繊維、無機繊維、金属繊維が使用されるが
、銅成分を含む銅繊維や青銅繊維は使用しない。
【００２９】
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　有機繊維としては、例えば芳香族ポリアミド（アラミド）繊維、耐炎性アクリル繊維が
使用され、無機繊維としては、例えばチタン酸カリウム繊維やアルミナ繊維等のセラミッ
ク繊維、生体溶解性無機繊維、ガラス繊維、カーボン繊維、ロックウール等が使用され、
また、金属繊維としては、例えばスチール繊維が使用される。これらは各々単独、または
２種以上組み合わせて用いられる。また、摩擦材における繊維基材は摩擦材全体中、好ま
しくは１～４０質量％、より好ましくは、５～２５質量％用いられる。なお、かかる含有
量には、上記の低融点金属繊維の含有量は含まれない。
　中でも無機繊維としては生体溶解性無機繊維が人体への影響が少ない点から好ましい。
このような生体溶解性無機繊維は、ＳｉＯ２－ＣａＯ－ＭｇＯ系繊維やＳｉＯ２－ＣａＯ
－ＭｇＯ－Ａｌ２Ｏ３系繊維、ＳｉＯ２－ＭｇＯ－ＳｒＯ系繊維等の生体溶解性セラミッ
ク繊維や生体溶解性ロックウール等が挙げられる。
【００３０】
　生体溶解性無機繊維は、繊維径０．１～２０μｍ、繊維長１００～５０００μｍである
ことが好ましい。
【００３１】
　また、生体溶解性無機繊維は、摩擦材の強度を向上させるという観点からその表面にシ
ランカップリング剤等により表面処理が施されていてもよい。
【００３２】
　本発明の摩擦材に含まれる摩擦調整材には、無機充填材、有機充填材、研削材、固体潤
滑材などを適宜混合することができる。
【００３３】
　無機充填材としては、上記非ウィスカー状チタン酸化合物以外に、硫酸バリウム、炭酸
カルシウム、水酸化カルシウム、バーミキュライト、マイカ等の無機材料や、アルミニウ
ム、スズ、亜鉛等の金属粉末が挙げられる。これらは各々単独で、または２種以上組み合
わせて用いられる。
　本発明において、無機充填材は、摩擦材全体中、好ましくは１～６０質量％、より好ま
しくは、１～５０質量％用いられる。
【００３４】
　有機充填材としては各種ゴム粉末（生ゴム粉末、タイヤ粉末等）、カシューダスト、メ
ラミンダスト等が挙げられる。これらは各々単独、または２種以上組み合わせて用いられ
る。
　本発明において、有機充填材は、摩擦材全体中、好ましくは１～１５質量％、より好ま
しくは、１～１０質量％用いられる。
【００３５】
　研削材としてはアルミナ、シリカ、マグネシア、ジルコニア、ケイ酸ジルコニウム、酸
化クロム、四三酸化鉄（Ｆｅ３Ｏ４）、クロマイト等が挙げられる。これらは各々単独、
または２種以上組み合わせて用いられる。
　本発明において、研削材は、摩擦材全体中、好ましくは５～３０質量％、より好ましく
は、１０～３０質量％用いられる。
【００３６】
　固体潤滑材としては、黒鉛（グラファイト）、三硫化アンチモン、二硫化モリブデン、
硫化スズ、ポリテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）等が挙げられる。また、黒鉛の粒径
は１～１０００μｍが好ましい。これらは各々単独、または２種以上組み合わせて用いら
れる。
　本発明において、固体潤滑材は、摩擦材全体中、好ましくは１～２０質量％、より好ま
しくは、３～１５質量％用いられる。
【００３７】
　本発明に係る摩擦材に含まれる結合材としては、通常用いられる種々の結合材を用いる
ことができる。具体的にはストレートフェノール樹脂、エラストマー等による各種変性フ
ェノール樹脂、メラミン樹脂、エポキシ樹脂、ポリイミド樹脂等の熱硬化性樹脂が挙げら
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れる。エラストマー変性フェノール樹脂としては、アクリルゴム変性フェノール樹脂やシ
リコーンゴム変性フェノール樹脂、ＮＢＲゴム変性フェノール樹脂等が挙げられる。なお
、これらの結合材は単独または２種以上組み合わせて用いることができる。
　また、摩擦材における結合材は摩擦材全体中、好ましくは５～２０質量％、より好まし
くは、５～１５質量％用いられる。
【００３８】
　本発明に係る摩擦材の製造方法の具体的な態様としては、周知の製造工程により行うこ
とができ、例えば、上記各成分を配合し、その配合物を通常の製法に従って予備成形、熱
成形、加熱、研摩等の工程を経て摩擦材を作製することができる。
　摩擦材を備えたブレーキパッドの製造における一般的な工程を以下に示す。
（ａ）板金プレスによりプレッシャプレートを所定の形状に成形する工程、
（ｂ）上記プレッシャプレートに脱脂処理、化成処理及びプライマー処理を施す工程、
（ｃ）繊維基材、摩擦調整材、及び結合材等の原料を配合し、撹拌により十分に均質化し
て、常温にて所定の圧力で成形して予備成形体を作製する工程、
（ｄ）上記予備成形体と接着剤が塗布されたプレッシャプレートとを、所定の温度及び圧
力を加えて両部材を一体に固着する熱成形工程、
（ｅ）アフタキュアを行って、最終的に研摩、表面焼き、及び塗装等の仕上げ処理を施す
工程。
【実施例】
【００３９】
　以下に実施例を挙げ、本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例によって
なんら限定されるものではない。
【００４０】
（原材料）
　チタン酸カリウム１（複数の凸部形状を有するチタン酸カリウム）：ＴＥＲＲＡＣＥＳ
Ｓ　ＪＰ（大塚化学株式会社製）
　チタン酸カリウム２（板状のチタン酸カリウム）：ＴＥＲＲＡＣＥＳＳ　ＴＦ－Ｓ（大
塚化学株式会社製）
　チタン酸リチウムカリウム（非ウィスカー状チタン酸リチウムカリウム）：ＴＥＲＲＡ
ＣＥＳＳ　Ｌ－ＳＳ（大塚化学株式会社製）
　チタン酸マグネシウムカリウム（非ウィスカー状チタン酸マグネシウムカリウム）：Ｔ
ＥＲＲＡＳＥＳＳ　Ｐ－Ｓ（大塚化学株式会社製）
　生体溶解性無機繊維：Ｂｉｏｓｔａｒ６００／７０（株式会社ＩＴＭ製）
【００４１】
（実施例１～１５及び比較例１～３）
（摩擦材の作製）
　繊維基材、摩擦調整材、及び結合材を、表１に記載の配合割合でミキサーを用いて混合
した後、予備成形型に投入し、２０ＭＰａで１０秒間、常温での加圧により予備成形体を
作製した。次いで、当該予備成形体を熱成形型に投入し、予め接着剤を塗布した金属板（
プレッシャプレート）を重ね、１５０℃、４０ＭＰａで５分間加熱加圧成形を行った。得
られた加熱加圧成形体に対して２２０℃で３時間熱処理を行い、所定の厚み（摩擦材の厚
み１１ｍｍ、プレッシャプレート厚み６ｍｍ）に研摩、表面焼き、塗装し、摩擦材Ａ～Ｒ
を得た。
【００４２】
（摩擦試験）
　上記方法により得られた摩擦材について、ダイナモ試験機を用いてＪＡＳＯ－Ｃ４２７
に準拠して、ブレーキ温度１００℃の制動１０００回相当の摩擦材の摩耗量を評価した。
結果を表１に示す。
　評価基準は、摩耗量が０．１ｍｍ未満を◎、０．１～０．２ｍｍを○、０．２ｍｍを超
えると×とした。
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【００４３】
（せん断強度）
　ＪＩＳ　Ｄ４４２２に従い摩擦材のせん断強度を測定した（接着面積：５０ｃｍ２）。
測定値はせん断破壊された時の応力を摩擦材の面積で割り単位面積当たりのせん断力（Ｎ
／ｃｍ２）を算出した。結果を表１に示す。
　評価基準は、５８０Ｎ／ｃｍ２を超える場合を◎、５３０～５８０Ｎ／ｃｍ２を○、４
００Ｎ／ｃｍ２以上５３０Ｎ／ｃｍ２未満を△とした。
【００４４】
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【表１】

【００４５】
　実施例１～１５の摩擦材Ａ～Ｏは、非ウィスカー状チタン酸化合物と、低融点金属繊維
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であるアルミニウム繊維または亜鉛繊維を含有しており、低融点金属繊維を含有していな
い摩擦材Ｑ（比較例２）と比較し、せん断強度が向上することが分かった。また、従来の
銅繊維を含有する摩擦材Ｐ（比較例１）と同量の低融点金属繊維を含有することで、銅成
分を含まなくても、摩擦材Ｐと同等のせん断強度を示した。一方、非ウィスカー状チタン
酸化合物を含有しない摩擦材Ｑ（比較例２）、摩擦材Ｒ（比較例３）と比較し、摩擦材Ａ
～Ｏは耐摩耗性に優れていることが分かった。したがって、本発明によれば、非ウィスカ
ー状チタン酸化合物と低融点金属繊維を含有することで、耐摩耗性とせん断強度に優れた
摩擦材を得ることができる。
【産業上の利用可能性】
【００４６】
　本発明は、銅成分を用いることなく、優れた耐摩耗性、せん断強度を有する摩擦材を提
供するものである。
　本願発明に係る摩擦材は、環境に負荷をかけることなく、自動車、鉄道車両、各種産業
機械等のディスクパッド、ブレーキライニング、クラッチフェーシング等に好適に用いる
ことができる。
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